
2006/06/01 15:35:13 ／ D5288437_ダイニック株式会社_招集

(重要な会計方針)
１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券…………………………償却原価法（定額法）

(2) 子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

①時価のあるもの…………………………決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平

均法により算定）

②時価のないもの…………………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品・製品…………………………………先入先出法による原価法

(2) 原材料・仕掛品・貯蔵品…………………移動平均法による原価法

３．デリバティブの評価方法

　時価法

４．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産………………………………定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額

法を採用しております。

(2) 無形固定資産………………………………定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。

５．繰延資産の処理方法

　商法施行規則の規定に基づいて均等償却しております。

６．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込み額

に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計

基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により翌営業年度より費用処理しております。
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(会計方針の変更）

　当営業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３

号　平成17年３月16日）を適用しております。これによる影響はありません。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職により支給する退職慰労金に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。なお、当該引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。

７．重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件

を満たしている場合には振当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………………………為替予約取引及び金利スワップ取引

ヘッジ対象……………………………外貨建債権債務、外貨建予定取引及び長期借入金

(3) ヘッジ方針

　取引に当たっては規定による決裁に基づいて実行しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　外貨建予定取引については、過去の取引実績等を総合的に勘案し取引の実行可能性が極

めて高いことを事前及び事後に確認しております。また為替予定取引で振当処理によって

いるもの及び特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。

８．重要なリース取引の処理の方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９．消費税等の会計処理について

　税抜方式によっております。

10．その他

　記載金額は、千円未満を四捨五入しております。

［会計方針の変更］

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当営業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これ

により税引前当期純利益は3,413千円減少しております。

　なお、減損損失累計額については、各資産の金額から直接控除しております。　
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（貸借対照表の注記）

１．子会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

子会社に対する短期金銭債権　　　　4,278,352千円

子会社に対する短期金銭債務　　　　　759,853千円

２．有形固定資産の減価償却累計額　　　　 25,995,874千円

３．保証債務　　　　　　　　　　　　　　　2,026,179千円

（うち、外貨建のものの円貨額1,504,797千円）

（上記のうち97,000千円は、当社ほか６社の連帯保証債務額679,000千円のうちの当社負担額

であります）

４．担保に供している資産

建物  3,413,156千円

構築物  294,360千円

機械及び装置 1,870,820千円

工具器具及び備品 32,806千円

土地  10,048,665千円

投資有価証券 3,745,799千円

５．圧縮記帳

国庫補助金等の受入により取得価額から直接控除した圧縮額

機械及び装置　　　　　　　　　　　　　5,400千円

６．土地再評価

　「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき、事業用土地の再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に計上し、これを控除した額を「土地再評価差額金」として資本の部

に計上しております。

再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定め

る固定資産税評価額に基づき、合理的な調整を行って算出する方法によっております。

再評価を行った年月日　　　　　 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額の差額　△2,297,198千円

７．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　2,058,856千円
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８．債権流動化による手形譲渡高　　　　　　2,041,225千円

９．リース契約により使用する重要な固定資産

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、インクリボン製造設備の一部及び紙クロス製造設備

の一部については、リース契約により使用しております。

10．発行済株式数及び会社が保有する自己株式数

発行済株式数　　　　　　　　　　普通株式　42,523,735株

決算期末に保有する自己株式数　　普通株式　　　83,488株

11．土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されています。

12．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額 1,802,798千円

（損益計算書の注記）

１．子会社との取引高

売上高　　　　　　　　　　　　　6,178,117千円

仕入高　　　　　　　　　　　　　1,907,512千円

営業取引以外の取引高　　　　　　　193,065千円

２．減損損失

　当会計期間において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用途 場所 種類
減損損失

（千円）

 遊休資産  静岡県韮山市他 土地 2,252

 遊休資産  京都府右京区他  土地 1,161

　当社は事業別に管理会計上の区分をグルーピングの基本単位としております。ただし、賃貸資

産及び遊休資産については各資産をグルーピングの基本単位とし、厚生施設等特定の事業に関連

付けられない資産については各事業の共用資産としています。　

　上記資産グループについては、遊休状態にあり今後の使用見込みもないことから帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,413千円）として計上しております。その内訳

は、土地3,413千円であります。 

　回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、路線価等に基づき算定しております。 

３．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　 23円77銭




